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新旧対照表 

 変更（案） 変更前

  

 

 

 

 名　　　　　称 阿品台緑地南地区地区計画

 位　　　　　置 廿日市市阿品台四丁目の一部

 面　　　　　積 約０．８ｈａ

 地区計画の目標 本地区とその周辺一帯は、計画的に開発された住宅団地であり、

この開発事業による基盤整備の事業効果を生かし、周辺住民への生

活サービス機能を高めるとともに、緑豊かで潤いのある良好な住環

境を形成、保全することを目的とする。

 
土地利用の方針

緑豊かで良好な住環境の形成を図るとともに、生活サービス施設

の立地を誘導する。

 区
域
の
整
備
・
開
発
及
び
保
全
に
関
す
る
方
針

 

 

建築物等の 

整備の方針

地区計画の目標及び土地利用の基本方針に基づき、建築物等に関

する制限を次のように定める。 

 

１　良好な住環境の形成、維持増進のために「敷地面積の最低限

度」を定める。 

２　良好な街並みの形成を図るため「建築物の壁面の位置」を制

限する。 

３　良好な景観の街並みを形成するため「建築物等の形態又は色

彩その他の意匠の制限」を定める。 

４　緑豊かな街づくりのため緑化を促進し、魅力ある市街地を形

成するため「垣又はさくの構造の制限」を定める。

 

地
区
整
備
計
画

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項

建築物の 

敷地の 

最低限度
１６５平方メートル

  

 

壁面の位置 

の制限

建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から道路境界線までの距離

の最低限度は、１メートルとする。ただし、この限度に満たない距離

にある建築物又は建築物の部分が、次のいずれかに該当する場合は除

く。 

１　外壁又はこれに代わる柱の中心線の長さの合計が３メートル

以下であるとき。 

２　物置その他これに類する用途に供し、軒の高さが２．３メート

ル以下でかつ床面積の合計が５平方メートル以内であるとき。 

３　カーポートその他これに類する用途に供するもので、外壁、建

具その他これらに類する囲いを有しない開放的な構造であると

き。 

４　物干しその他これらに類する日常生活の用に供するもので、外

壁、建具その他これらに類する囲いを有しない開放的な構造であ

るとき。 

５　本地区計画決定時において、適合していない建築物（平成２４

年５月 30 日以前）

 名　　　　　称 阿品台緑地南地区地区計画

 位　　　　　置 廿日市市阿品台四丁目の一部

 面　　　　　積 約０．８ｈａ

 地区計画の目標 本地区とその周辺一帯は、計画的に開発された住宅団地であり、

この開発事業による基盤整備の事業効果を生かし、周辺住民への生

活サービス機能を高めるとともに、緑豊かで潤いのある良好な住環

境を形成、保全することを目的とする。

 
土地利用の方針

緑豊かで良好な住環境の形成を図るとともに、生活サービス施設

の立地を誘導する。
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建築物等の 

整備の方針

地区計画の目標及び土地利用の基本方針に基づき、建築物等に関

する制限を次のように定める。 

 

１　良好な住環境の形成、維持増進のために「敷地面積の最低限

度」を定める。 

２　良好な街並みの形成を図るため「建築物の壁面の位置」を制

限する。 

３　良好な景観の街並みを形成するため「建築物等の形態又は色

彩その他の意匠の制限」を定める。 

４　緑豊かな街づくりのため緑化を促進し、魅力ある市街地を形

成するため「垣又はさくの構造の制限」を定める。
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敷地の 

最低限度
１６５平方メートル

  

 

壁面の位置 

の制限

建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から道路境界線までの距離

の最低限度は、１メートルとする。ただし、この限度に満たない距離

にある建築物又は建築物の部分が、次のいずれかに該当する場合は除

く。 

１　外壁又はこれに代わる柱の中心線の長さの合計が３メートル

以下であるとき。 

２　物置その他これに類する用途に供し、軒の高さが２．３メート

ル以下でかつ床面積の合計が５平方メートル以内であるとき。 

３　本地区計画決定時において、適合していない建築物
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建築物等の

形態 

又は色彩そ

の他 

の意匠の制

限

１　建築物の外観及び屋外広告物（屋外広告物法（昭和２４年法律第１

８９号第２条第１項に定めるものをいう。以下「広告物」という。）

は落ち着いた色彩、装飾を用いるものとする。 

２　広告物を建築物又は工作物を利用して表示し、または広告物を掲出

する物件を設置するときは、次の各号によらなければならない。ただ

し、法律、命令、条例、規則等により表示または、設置するもの、公

益上やむを得ないもの、その他慣例上やむを得ないもの、一時的又は

仮設的なもの、その他市長が適当と認めるものは、この限りでない。 

（１）用途は、自己の用に供するものとする。 
（２）表示面積の合計は、３０平方メートル以下とする。 
（３）建築物を利用する場合は、屋根以外の利用とする。

 

垣又はさく

の 

構造の制限

生け垣、鉄柵、ブロック積みその他これらに類する構造とする。 

ただし、生け垣以外の構造のものは、宅地地盤面からの高さを１．

２メートル以下とし、外側又は内側に緑化しなければならない。
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１　建築物の外観及び屋外広告物（屋外広告物法（昭和２４年法律第１

８９号第２条第１項に定めるものをいう。以下「広告物」という。）

は落ち着いた色彩、装飾を用いるものとする。 

２　広告物を建築物又は工作物を利用して表示し、または広告物を掲出

する物件を設置するときは、次の各号によらなければならない。ただ

し、法律、命令、条例、規則等により表示または、設置するもの、公

益上やむを得ないもの、その他慣例上やむを得ないもの、一時的又は

仮設的なもの、その他市長が適当と認めるものは、この限りでない。 

（１）用途は、自己の用に供するものとする。 
（２）表示面積の合計は、３０平方メートル以下とする。 
（３）建築物を利用する場合は、屋根以外の利用とする。

 

垣又はさく

の 

構造の制限

生け垣、鉄柵、ブロック積みその他これらに類する構造とする。 

ただし、生け垣以外の構造のものは、宅地地盤面からの高さを１．

２メートル以下とし、外側又は内側に緑化しなければならない。


